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　オムニチャネルという言葉が一般化したのは最近のことであ

る。O2O、マルチチャネル、その他の表現が都度使われていたの

が2～3年前、その後日本でも大手の小売りグループなどが本格

的に対応検討を開始して、オムニチャネルという言葉が定着した

様子である。オムニチャネルとは、デジタルの本格化に伴い、実店

舗などと組み合わせることで、新しいショッピング体験を顧客、消

費者に提供するというものである。世界の主要各国と同様に、日

本でも、若干の遅れはありつつ、今後試行錯誤の上で、オムニチャ

ネルの実体が設計され、実現されていくと思われる。

　オムニチャネルとは、セールスチャネルをどう考えるかというだ

けのものではない。顧客の情報収集を含む各種のタッチポイント

を有機的に、ターゲット顧客のニーズに沿うように提供し、また、し

かるべく提供が行えるような前提を整え、既存の関係各所との調

整も行う必要がある。オムニチャネルは新しい動きではあるもの

の、既に一定の蓄積があり、成功するオムニチャネルの条件は既

に見えている。

　本稿では、オムニチャネルとは何か、さらに、日本と世界の現状

を俯瞰した上で、成功するオムニチャネルの条件を確認したい。

オムニチャネルとは

　オムニチャネルとは、オンライン通販と店舗とを融合して顧客に

提供し、自由にチャネルを使い分けられるようにすることである。

あるいは、商品の購買の各プロセスにおいて消費者・顧客が情報

源となるタッチポイント（コミュニケーションチャネル）および、販

売のためのタッチポイント（セールスチャネル）を柔軟に組み合わ

せて活用し得るように設計された、統合的なチャネルである。その

利便性や、実現のしやすさからいくつかの主要な取り組みがある

が、実際には、その組み合わせのあり方は多数存在し得るが、現状

では、いくつかの代表的な事例が提示されつつある段階である。

　以下のような、取り組みが代表的な形態である（図表1参照）。

①お取り寄せ購入：オンラインで商品を購入し、店頭で受け取る形

態。消費者はオンラインで多くの選択肢から選ぶことができる

点は通常のECと同様である一方、店頭で受け取ることで宅配

に依存せず、事業者は配送コストを圧縮することができ、消費

者は宅配を待つために自宅で待機する必要がなくなるという

利便性の向上が期待できる。

②試着予約：オンラインで商品を選択し、店頭で確認の上購入す

る形態。消費者はオンラインで興味を持った商品を店舗等に

取り寄せて実際に確認をした上で購入することができる。イン

ターネットだけではわからない商品の感覚などを確認の上購入

でき、また、予約をすることで買い逃しを防ぐことができる。

③エンドレスアイル：店舗で商品を確認、型違いの商品を購入し、

自宅に配送する形態。店頭では置き切れない、あるいは品切れ

になった商品も販売することができ、店舗の在庫の適正化、消

費者は購入にあたっての選択肢を広げることができる。

④ショールーミング：店舗で商品を確認し、オンラインで購入する

形態。店舗をショールームと考え、実際の販売はオンラインで

行う形態。手に触れて確認をしてみないと購入の後押しが難し

い商品に関して必ずしも販売を主目的にしない場を持つこと

で、店舗の在庫の適正化や運営コストの圧縮を行いつつ、消費

者はより買いやすくなるものである。ショールーミングに関して

は、自社内でオムニチャネルが完結する企業でない限り、消費

者による商品比較を促し、店頭で確認の上、最安値のオンライ

ンショッピングで買い物をしてしまう傾向がみられることは学び

として、よく知られている。 

世界の現状

　Strategy&では、世界各国各業種のオムニチャネル化の傾向を

把握し、その背景を考察するために19の国と地域、９つの小売り

セグメントにおいて調査を行い、オムニチャネル化度合を指数化

した。

成功するオムニチャネル
～新しいショッピング体験の実現のために～
著者：唐木 明子
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　日本は、指数で40、対象19の国と地域で第8位という結果であ

る。より具体的にみると、米国、英国、オーストラリアといった国々

に加え、中国も日本より高い状況、一方で、インド、ブラジルはもと

より、フランス、イタリア、ドイツといった西欧諸国よりは高いという

結果になっている。また、日本は40であるが、最もオムニチャネル

化指数が高い米国ですら50であり、日本とさほど差が開いている

ようにも思えない（図表2参照）。 

　この結果をどう受け止めるべきであろうか？ 

　まず世界的に、消費者・顧客の「オムニチャネル化」に、サービス

商品提供側が追いついていないことがあげられる。

　消費者はいち早くネットと実店舗を柔軟に使い分け、使いこな

している。買いやすさ、どのような商品か、どれくらい急いで入手

出所: Strategy&分析

いわゆるオムニチャネルとは、オンライン通販と店舗とを融合して顧客に提供し、
自由に「チャネル」を使い分けられるようにすることである。

図表1 ： オムニチャネルの取組みの全体像  

サーチ 選択 購入 ピックアップ、宅配 アフターサービス

ECサイト

店舗における選択

オンラインでの選択

SNSでの口コミの
チェック

店舗で購入

PCで購入

スマートフォンで
購入

パートナー店舗で
ピックアップ

宅配

最寄の店舗での
ピックアップ

店舗で返却

郵送で返却

カスタマーサービス
の活用

顧客

代表的な取組み内容:

「お取り寄せ購入」
オンラインで購入、
店舗でピックアップ

「試着予約」
オンラインでサーチ、
店舗で試着、購入

「エンドレスアイル」
店舗で在庫切れの
商品を注文、宅配で
自宅へ送付

「ショールーミング」
店舗で確認、試着し
て、オンラインで商
品購入
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する必要があるのか、何をもって購入の有無を決めるのか、これら

複数の要素に応じて、店舗とネットを情報収集、拡散、購入に活用

している。その一方、企業のオムニチャネルの推進は、日本企業だ

けではなく、全世界的に試行錯誤しているのが現状である。世界

最大のECプレーヤーでさえ、実店舗を展開するとニュースになる

くらい、現状では試行段階といえる。また、世界最大の店舗プレー

ヤーも、ECの勝ちパターンを探っているところである。つまり、複

数のチャネルを確立した企業がそもそも少ない上、また、それが

故に、チャネル間の連携をどのように行えば消費者のニーズに真

に応えることができるのか探るのが難しい状況である。

　次に、米英と比較すると日本企業はオムニチャネル化が遅れて

おり、特にいわゆる従来型の大企業のECは未だに実力を発揮し

きれていないことがあげられる（図表3参照）。

　小売企業にとっては、店舗を通じてモノを販売するためのプロ

セスと体制や大きく異なる仕組みを構築する必要がある。メー

カーにとっては、卸や小売を介さずに直接消費者に対峙するビ

ジネスを一から組み立てる必要がある。いずれも、極めて大きな

チャレンジであり、大きな方針変換の決断が必要である。製造から

小売、顧客までの流通においておのおのの関係当事者が繊細な

調和をもって役割分担を割り当てられている中で、既存の事業に

悪影響を及ぼさずに前提を崩すのは、特に難易度が高い。

　また、首都圏に経済が大きく集中し、都市機能の整備・高度化が

進んだ日本においては配送コストのコントロールがしやすいため

に、通販化が進みやすいと言われるが、逆に考えれば、消費者から

出所: Strategy&分析

図表2 ： 世界オムニチャネル小売指数―国・地域別（1－100点）  
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みると、通販でなくともモノを買いやすい状況が既に達成されて

いるとも言える。

　とはいえ、既存の大規模小売からみると、早いペースで消費者

行動のEC通販化は進み、各社はオムニチャネル化とグループ会

社横断的な顧客サービスの創出への取り組みを始めている。

オムニチャネルを進めるために

　ではこのままの状態で進むのであろうか。そうは思えない。消

費者・顧客が変化している以上、対応しない企業は勝者にはなり

得ない。実際、日本国内でも「ネットショッピング」が一般的にな

り、小売の最大手が次々とオムニチャネル戦略を打ち出すなど、

オムニチャネル化も早いペースで進展させようとしている。

　多くの試行錯誤の結果、オムニチャネルを成功させるための要

素は見えてきている。

　オムニチャネルに取り組む、そう社内で決めた際、取り組みを真

剣に進めようとすればするほど、できる限り幅広い顧客のニーズ

に応えようとし、また、可能な限り多くの参加企業を対象としてし

まいがちである。また、短期的な実現を目指して片手間で、既存の

インフラをベースに取り組みを進めようとする。さらに、取り組み

が軌道に乗ってくる気配が見えてくると、店舗チャネルや、既存の

取引先への過剰な遠慮をしてしまう。結果として、顧客の立場から

みると、サービスから受ける印象や、何が新しいのかがわかりにく

く、収益性や成長性にも欠けるものとなる。

　こうした事態を避け、成功するオムニチャネルに向けて留意す

るべき4つの要件がある。

（1）顧客ターゲットと対応したいニーズを明確に絞る

（2）こだわりのある情報コンテンツと商材を扱い、売り場を確立する

（3）ダイレクトチャネルのバックオフィスを確立する

（4）店舗チャネルにメリットを還元する

（1）顧客ターゲットと対応したいニーズを明確に絞る

　他の取り組みと同じように、オムニチャネルも、誰のどのような

ニーズに対応するかを明確にする必要がある。店舗だけ、デジタ

ルだけ、では解決の難しい問題を持つ顧客に対して提供すること

出所: 通販新聞、Euromonitor

米国では日本と異なり、店舗を持つ小売がeコマースの売上上位の多くを占めている

図表3 ： 日本と米国のEC売上上位企業（2014年）  
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ではじめて価値をもつことができる。

　例えば、スーパーがオムニチャネル化を進めるために、店舗に

買い物に来た主婦に対して、ただ漫然とネットで追加の購入をし

てもらうことを期待するのは難しいであろう。主婦がスーパーに

買い物に来て、毎日使う食材はネットスーパーで自宅に宅配して

もらえる、一見便利のように思えるが、このサービスは実際には大

きく普及するには時間がかかっている。主婦は、通常は買い物に

出る時間をさほどの大きな負担感なしに作ることができ、また、場

合によっては店舗内を歩きながらその日の献立を思いつくことも

あり、店に行くことを必要と考えてすらいる。つまり、顧客のター

ゲットとして、主婦の日常的な食材ニーズは、オムニチャネル化に

対する喫緊度合が低い場合が多いといえる。

　では、主婦で乳幼児を抱える家庭はどうであろうか？

　乳幼児は成長が早く、食材、グッズ、多様なものが早いペースで

必要になる。何がいつ必要か、どのように使うのか、選び方のコツ

は何か、都度店舗で確認をしたい、そして、オムツなど物によって

は定期的に買う必要があるものも多い。さらに、幼い子供を抱え

ての買い物は想像以上に大変である。つまり、店舗で現物を確認

し、インターネットで定期配送を行う使い方へのニーズが高い。日

本では、安全安心な生活必需品を毎週宅配してもらう生活協同組

合が非常に発達している。また、店舗大手、インターネット大手も

こぞってこのセグメントの取り込みを行おうとしているのは、この

セグメントのニーズに起因するものである。

（2）こだわりのある情報コンテンツと商材を扱い、売り場を確立する

　顧客ターゲットとニーズを特定したら、対応する情報コンテンツ

と商材、売り場を確立しなくては、適切なおもてなしができない。

　乳幼児を抱える新米ママを支援するためのサービスであれば、

多々ある各種育児グッズの使い方、何が良いかといった情報の提

供が必須であろう。SNSに長けたセグメントでもあるため、お互い

にアドバイスし合える環境を整備することでも説明は提供し得る。

店舗と、ネットの掲載コンテンツの連携も必須である。店舗での

育児グッズエキスパートのアドバイスに、定期購入の案内も組み

込み、また、ネットでも育児グッズエキスパートが店舗にいること

を告知するのも良いかもしれない。

　店舗と連動した主婦向けのネットスーパーを本当に普及させる

ためには、いわゆる「Moment of Zero」（商品の購入に向けた関

心を引き付けるタイミング）を喚起するような、サイトを作る必要

がありそうである。日本のECサイトは情緒的なものであっても左

脳的なものが多いが、海外のネットスーパーのサイトを見ると、料

理本や生活雑誌を見るような、消費意欲を喚起させられるものが

多い。こだわりのある情報や商材をそろえることで、機能を超えた

関係性をつくり出すことは、顧客のロイヤル化にもつながる。

（3）ダイレクトチャネルのバックオフィスを確立する

　当然のようであまり意識されていないことではあるが、小売企

業にとってでさえ、店舗とダイレクトチャネルのバックオフィスは

大きく異なる。どの顧客に何を提供するかのみではなく、提供する

ための基盤の整備も必要なのである。

　個々の顧客向けのダイレクトビジネスを行うためには、小口多

頻度配送向けに、ピッキングから梱包などの配送準備から出荷ま

での作業を行う必要がある。この作業はメーカー向けの物流や、

店舗物流を行っていたセンターではそのまま行うことはできな

い。自社の物流に投資し、あるいは、第三者のサービスを活用する

ことなどにより整備する必要がある。

　さらに、オムニチャネルを真に、複数チャネルを柔軟かつ自在に

組み合わせるものとするのであれば、在庫の一括管理を、しかもリ

アルタイムでの管理を達成する必要がある。システムを大幅に刷

新する必要がある。

　また、顧客との関係性を再構築するには、定期的かつ継続的に

顧客データの分析を行い、活用する必要がある。メーカーはもとよ

り、大手の小売の企業も、従来は個々の顧客のデータを分析するこ

とはなかった。一方で、ダイレクトチャネルでは個々の顧客と、購買

がひも付けられて分析され、CRMが行われてきた。オムニチャネル

の推進にはこのケイパビリティを獲得する必要がある。
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（4）店舗チャネルにメリットを還元する

　どの顧客に何を提供し、そのために整備するべき基盤が整った

としても、オムニチャネルが真の「オムニ」にならない例が多い。

従来のビジネスが安定的であった大手企業ほど、その傾向が強

い。小売企業は当然のこと、日本の大手メーカーも店舗チャネル

との持ちつ持たれつの関係性を築いていることが多い。店舗チャ

ネルから見ると、ダイレクトチャネルは顧客を奪う脅威と捉えられ

かねないために協力を得られず、さらに、既存の事業自体にも悪

影響を及ぼしかねないと危惧されることが多いのである。しかし、

店舗チャネルに過剰に遠慮してしまうと、真のオムニチャネルを望

むことは難しい。

　顧客が既に、店舗とデジタルを自在に使い分けている以上、自

社のネットワークにて店舗もデジタルも提供できなければ、顧客

のニーズは他社に流出してしまう。つまり、オムニチャネル化しな

いという選択肢はほぼない。

　当然、長期的にはオムニチャネル化は店舗チャネルにとっても

メリットである。顧客の行動に寄り添ったサービス提供を行うこと

により、顧客との良好かつ深い関係を築くことができ、データの分

析などを通じて優良顧客を特定して店舗と顧客との関係性をさら

に発展させる支援も可能になる。オムニチャネル化で後手に回る

ということは、店舗チャネルから見て頼りないと思われてもしかる

べきなのである。

　とはいえ、短期的には店舗で買い物をしていた顧客がデジタル

で買い物をすることになれば、影響を受けざるを得ない。これに対

しては、顧客の住所、所属店舗登録などをもとに、店舗に利益を還

元するなどの方式を取り入れている例など、の対応策がとられて

いる。

　店舗チャネルにメリットを還元することで、協働関係は構築でき

るはずである。

＊　　　＊　　　＊

　オムニチャネルは、コミュニケーションとセールスそれぞれの

チャネルを、単に任意に組み合わせることではない。消費者・顧客

が何を求め、どのように行動しているのか、その意識や行動の現

実をファクトベースで把握、理解し、反応していく取り組みなので

ある。その意味で、オムニチャネルは、顧客中心、生活者中心の認

識の表裏一体をなすものである。

　さらに、オムニチャネルは顧客、生活者視点を再確認するのみ

ではなく、新しいコミュニケーション、販売チャネルのあり方を実

現するための物流、在庫管理、データ分析などのインフラやケイ

パビリティと、店舗チャネルとの関係性という基盤の整備も必須

である。

　量販店が今までの品揃えビジネスの延長上でオムニ化しても、

大手ネットモールの品揃えには到底太刀打ちできない。また、量販

店が今までと同様に全方位的な顧客を相手にしたままでオムニ化

しても、そのメリットは感じてもらえない。そして、優良顧客層に絞

らずに、全方位的な顧客を相手にしたオムニ化は、単なる高コスト

化に陥りやすい。今後、既存の店舗網を持つ大手のオムニチャネル

化が進展するにおいては、顧客という視点を中心にして進めない限

りは、顧客不在のオムニチャネルとなり、成功はおぼつかない。

　オムニチャネル化は、今後の自社の顧客との接し方のみならず、

組織としてのあり方自体を見直し、考える良い機会かもしれない。




